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表紙

(電子提供措置事項のうち法令及び定款に基づく書面交付請求による交付書面に記載しない事項)

上記事項につきましては、法令及び当社定款の規定に基づき、書面交付請求をいただい
た株主さまに対して交付する書面には記載しておりません。
なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主の皆様に電
子提供措置事項から上記事項を除いたものを記載した書面を一律でお送りいたします。

第73期定時株主総会資料

● 事業報告
新株予約権等の状況
業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況
会社の支配に関する基本方針

● 連結計算書類
連結株主資本等変動計算書
連結注記表

● 計算書類
株主資本等変動計算書
個別注記表
（2025年４月１日から2026年３月31日まで）
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新株予約権等の状況、業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況、会社の支配に関する基本方針

新株予約権等の状況
① 当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権
の状況
該当事項はありません。

② 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況
該当事項はありません。

業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況
○業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要
当社は、2016年６月29日開催の取締役会において、取締役の職務の執行が法令および定款に適合

することを確保するための体制その他会社の業務の適正を確保するための体制（「内部統制システム
構築に関する基本方針」）を一部改定する決議をいたしました。
改定後の当該基本方針の内容の概要は以下のとおりです。
① 取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
取締役が法令および定款に適合し、また、社会通念に則った倫理や企業の社会的責任に準じた行
動をとるための行動規範等の規程を定め、それを周知徹底させる。
取締役に対し、コンプライアンスに関する研修・教育を行い、コンプライアンス意識の醸成を図

る。
② 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
取締役の重要な意思決定および報告など取締役の職務執行に関しては、文書の作成、保存および
管理に係る文書管理規程を策定する。
③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
リスク管理を担当する取締役および部署を定める。リスク・コンプライアンスに関しては常勤取

締役を構成員とする経営会議にて審議を行う。また、リスク管理に関する基本的な方針等を含むリ
スク管理の基本事項を定めた規程を制定する。
各事業部門におけるリスクの管理を行うべく、各事業部門長は定期的にリスク管理状況に関して

取締役会に報告を行う。
④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
重要事項について、慎重かつ迅速な意思決定を図るための常勤取締役を構成員とする経営会議を
設置し、運用する。
組織の効率的かつ適正な運用を図る目的をもって、決裁基準、職務権限、職務分掌および組織に
関する規程を定め、運用する。
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新株予約権等の状況、業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況、会社の支配に関する基本方針

⑤ 使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
使用人が法令および定款に適合し、また、社会通念に則った倫理や企業の社会的責任に準じた行
動をとるための行動規範等の規程を定め、それを全使用人に周知徹底させる。
リスク・コンプライアンスに関しては常勤取締役を構成員とする経営会議にて審議を行う。ま

た、コンプライアンスを担当する取締役および部署を定め、コンプライアンスに関するプログラム
を実施する。
使用人に対し、コンプライアンスに関する研修・教育を行い、コンプライアンス意識の醸成を図

る。
⑥ 会社ならびにその親会社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体
制
子会社等のコンプライアンス・リスク管理体制、子会社等管理の担当部署、子会社等の統治に関
する事項等に関して定めた管理規程を定める。
⑦ 監査等委員会の職務を補助すべき取締役および使用人に関する事項、当該取締役および使用人の
取締役（監査等委員である取締役を除く）からの独立性に関する事項、当該取締役および使用人
に対する指示の実効性の確保に関する事項
監査等委員会より要求がある場合、監査等委員会を補助すべき必要な使用人を配置する。
監査等委員会を補助すべき使用人を配置した場合において、当該使用人に関する人事異動、人事
評価、懲戒に関しては、事前に監査等委員会の同意を得るものとする。
⑧ 当社および子会社の取締役および使用人等が監査等委員会に報告するための体制、その他の監査
等委員会への報告に関する体制、報告したことを理由にして不利な取り扱いを受けないことを確
保するための体制
当社の取締役および使用人ならびに当社の子会社の取締役、監査役および使用人は、会社に重大
な損失を与える事項が発生し、または発生する恐れがあるとき、法令、定款、社会通念に則った企
業倫理に違反する行為およびその恐れがあるとき、その他監査等委員会が報告すべきものとして認
めた事項が生じたときは、当社の監査等委員会に報告を行うものとする。
なお、当社および当社の子会社は、以上の監査等委員会への報告を理由とした報告者への不利益
な処遇は一切行わない。
監査等委員会は取締役会および経営会議に出席することができるものとする他、いつでも取締役
会および経営会議の議事録を閲覧することができ、決議事項および報告事項の内容を確認すること
ができるものとする。
代表取締役は監査等委員会との定期的な意見交換の機会を持つものとする。
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新株予約権等の状況、業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況、会社の支配に関する基本方針

⑨ 監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行につ
いて生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
監査等委員会が必要と認めるときは、監査等委員会は監査等委員の監査を支える弁護士、公認会
計士、コンサルタントその他のアドバイザーを会社の費用負担で任用することができる。
⑩ その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
取締役および使用人の監査等委員会監査に対する理解を深め、監査等委員会監査の環境を整備す
るよう努める。

○業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当事業年度における業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、以下のとおりです。
① 取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
行動規範に関する規程として「タカノ株式会社行動指針」を定め、取締役に配布・周知するとと

もに、随時コンプライアンス教育を行っております。
② 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
取締役の職務執行に係る重要文書の保存管理、閲覧環境を整えております。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
リスク管理を担当する取締役として、常務取締役経営企画本部長を指名し、企画室をリスク管理

を担当する部署として定めております。
リスク管理の基本事項を定めた規程を制定しております。また、事業部門のリスク管理状況につ
いては、取締役会に定期的に報告がなされております。
④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
経営会議を設置して、会議を定期的に開催しております。当事業年度においては、22回の会議
を開催しております。
稟議規程、組織および職務権限規程（共通職務権限基準）等を定め、運用しており、運用状況を

内部監査室が定期的に確認を行っております。
⑤ 使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
行動規範に関する規程として「タカノ株式会社行動指針」を定め、全使用人に配布するととも

に、社内データベースへの公開により、周知しております。
経営会議においてはリスク・コンプライアンスに関する重要事項について審議を行っておりま
す。
コンプライアンスを担当する取締役として、常務取締役経営企画本部長を指名し、企画室をコン
プライアンスを担当する部署として定めております。
「タカノ株式会社行動指針」等に基づき、使用人に対する研修・教育を随時行う他、経営トップ

層から使用人に対して随時コンプライアンスの重要性について説明・教育を行っております。
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⑥ 会社ならびにその親会社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体
制
子会社管理に関する規定として、「関係会社管理規程」を定めており、経理部を担当部署とし

て、当該規程に基づき子会社の管理を行っております。
⑦ 監査等委員会の職務を補助すべき取締役および使用人に関する事項、当該取締役および使用人の
取締役（監査等委員である取締役を除く）からの独立性に関する事項、当該取締役および使用人
に対する指示の実効性の確保に関する事項
現状、監査等委員会より要求がないものの、要求ある場合は、監査等委員会補助使用人の配置を
行い、当該使用人の人事異動等についても監査等委員会の同意を得るものとしております。
⑧ 当社および子会社の取締役および使用人等が監査等委員会に報告するための体制、その他の監査
等委員会への報告に関する体制、報告したことを理由にして不利な取り扱いを受けないことを確
保するための体制
監査等委員は取締役会および経営会議に出席しており、取締役会および経営会議資料等にアクセ
スすることが可能となっております。
また、代表取締役は監査等委員会に定期的に招へいされ、監査等委員会との意見交換の機会をも
っております。
⑨ 監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行につ
いて生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
現状、監査等委員会より要求がないものの、要求ある場合はアドバイザー等を会社の費用負担で
任用することとしております。
⑩　その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
取締役や使用人の理解を深めるため、会社における機関としての監査等委員会の権限、機能に係
る教育を随時行っております。

会社の支配に関する基本方針
特段の方針は定めておりません。
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連結株主資本等変動計算書

連結株主資本等変動計算書（2025年 4 月 1 日から2026年 3 月31日まで） （単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

当 連 結 会 計 年 度 期 首 残 高 2,015,900 2,360,246 26,468,531 △259,302 30,585,375

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △304,431 △304,431

親会社株主に帰属する当期純利益 616,197 616,197
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 － － 311,765 － 311,765

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 2,015,900 2,360,246 26,780,297 △259,302 30,897,140

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

純 資 産 合 計その他有価証券
評 価 差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に係る
調 整 累 計 額

その他の包括利
益 累 計 額 合 計

当 連 結 会 計 年 度 期 首 残 高 927,269 324,355 69,944 1,321,569 31,906,944

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △304,431

親会社株主に帰属する当期純利益 616,197
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額) 198,853 16,480 77,692 293,026 293,026

連結会計年度中の変動額合計 198,853 16,480 77,692 293,026 604,792

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 1,126,122 340,836 147,637 1,614,595 32,511,736
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連結注記表
１. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

⑴ 連結の範囲に関する事項
連結子会社の数及び連結子会社の名称
・連結子会社の数 ８社
・連結子会社の名称 株式会社ニッコー

タカノ機械株式会社
株式会社ユーキ・トレーディング
台湾鷹野股份有限公司
上海鷹野商貿有限公司
香港鷹野国際有限公司
鷹野電子（深圳）有限公司
Takano of America Inc.

⑵ 持分法の適用に関する事項
持分法を適用しない関連会社の名称等
・主要な会社等の名称 オプトウエア株式会社

株式会社ヨウホク
・持分法を適用しない理由 各社の当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見

合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に
及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため
持分法の適用範囲から除外しております。

⑶ 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち、台湾鷹野股份有限公司、上海鷹野商貿有限公司、香港鷹野国際有限公司、鷹野電子

（深圳）有限公司及びTakano of America Inc.の決算日は12月31日です。
連結計算書類の作成に当たっては、同日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引

については、連結上必要な調整を行っております。
⑷ 会計方針に関する事項

① 重要な資産の評価基準及び評価方法
イ. 有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）
その他有価証券
・市場価格のない株式等以外のもの 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）
・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

ロ. デリバティブ 時価法
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ハ. 棚卸資産の評価基準及び評価方法
・商品及び製品、仕掛品、原材料 総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法）、なお、検査計測装置に係る製品、
仕掛品については個別法による原価法（貸借対照表価額について
は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

・貯蔵品 最終仕入原価法による原価法
② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ. 有形固定資産(リース資産を除く) 定率法
なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

建物及び構築物　　　　　７年～50年
機械装置及び運搬具　　　４年～13年
その他　　　　　　　　　２年～15年

ロ. 無形固定資産(リース資産を除く) 定額法
なお、主な償却期間は以下のとおりです。

自社利用のソフトウェア　５年（社内利用可能期間）
のれん　　　　　　　　　５年（投資効果の及ぶ期間）
顧客関連資産　　　　　  20年（対価の算定根拠となった将

来の収益獲得期間）
技術資産　　　　　　　　10年（同上）

ハ. リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用し
ております。

③ 重要な引当金の計上基準
イ. 貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率等により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収
可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ. 賞与引当金 当社及び連結子会社の一部は、従業員の賞与の支給に充てるた
め、支給見込額を計上しております。

ハ. 役員賞与引当金 当社及び国内連結子会社は役員賞与の支出に備えるため、当連結
会計年度における支給見込額に基づき計上しております。

ニ. 製品保証引当金 製品販売後に発生する製品保証費用に備えるため、過去の実績に
基づく見込額を計上しております。

ホ. 受注損失引当金 受注契約に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末にお
いて将来の損失が見込まれ、かつ、当該損失額を合理的に見積も
ることが可能なものについて、翌連結会計年度以降の損失見込額
を受注損失引当金として計上しております。
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④ 収益及び費用の計上基準

　当社グループは、以下の５ステップにもとづき収益を認識しています。
ステップ１：顧客との契約の識別
ステップ２：履行義務の識別
ステップ３：取引価格の算定
ステップ４：取引価格の履行義務への配分
ステップ５：履行義務の充足による収益の認識

　当社グループは「住生活関連機器」において、事務用回転椅子、折畳椅子、会議用椅子等のオフィス
用の椅子、車椅子等の福祉・医療施設用の椅子、臨床検査薬等の製造販売、「検査計測機器」において
液晶等のフラット・パネル・ディスプレイ（ＦＰＤ）検査装置、半導体検査装置、フィルム検査装置等
の検査計測装置等の製造販売、「産業機器」において産業用機械に用いられる電磁アクチュエータおよ
びそのユニット品等ならびにユニット（ばね）製品の製造販売、「エクステリア」においてオーニン
グ、パラソル、跳ね上げ式門扉、その他ガーデンエクステリア製品等の製造販売、「機械・工具」にお
いて機械・工具等の仕入販売を行っております。また、製品に関連した保証、修理・保守等のサービス
も提供しております。
　製品の販売については、主に顧客への引渡の際に据付を要する製品については据付が完了し顧客の検
収が完了した時点、また、据付を要しない製品については出荷時点に、顧客が当該製品に対する支配を
獲得し、履行義務が充足されると判断していることから、当該時点において収益を認識しております。
収益は、顧客との契約において約束された対価から、値引き等を控除した金額で測定しています。
　製品保証が、製品が合意された仕様に従っているという保証に加えて顧客にサービスを提供している
場合には、別個の履行義務として識別し、取引価格の一部を当該履行義務に配分した上で、サービスの
完了について顧客の合意が得られ、履行義務を充足した時点で収益を認識しています。
　当社グループは、当社が取引の当事者であるか、代理人であるかを、約束した財又はサービスを顧客
に移転する前に当社が支配しているか否かで判断し、その判断に際しては、契約ごとに以下の指標を考
慮しています。

・財又はサービスを提供する約束の履行について、主たる責任を有している
・財又はサービスを顧客に移転する前、又は顧客への支配の移転の後に、当社が在庫リスクを有し

ている
・財又はサービスの価格の設定において当社に裁量権がある

　当社が取引の当事者であると判断した場合には、当該取引に関する売上高を総額で表示し、代理人で
あると判断した場合には、当該取引に関する売上高を純額で表示しています。

⑤ 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及
び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計
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上しております。
⑥ その他連結計算書類作成のための重要な事項

イ. 退職給付に係る負債の計上基準 当社及び連結子会社の一部は、従業員の退職給付に備えるため、
当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に
基づき計上しております。
・退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年
度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準に
よっております。
・数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
　過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残
存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により費用処
理しております。
　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員
の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法によ
り按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理して
おります。
・未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の処理方法
　未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、
税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額
の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

ロ. 資産除去債務 法的義務等に備え資産除去債務を計上しております。

２. 表示方法の変更に関する注記
（連結貸借対照表）

　前連結会計年度において、「受取手形」に含めて表示しておりました「電子記録債権」は、金額的重要性
が増したため、当連結会計年度より区分掲記しております。なお、前連結会計年度の「電子記録債権」は、
863,860千円です。

（連結損益計算書）
　前連結会計年度において、「営業外収益」の「その他」に含めて表示しておりました「助成金収入」は、
金額的重要性が増したため、当連結会計年度より区分掲記しております。なお、前連結会計年度の「助成金
収入」は、772千円です。

－ 9 －



2026/05/19 19:26:32 / 25299872_タカノ株式会社_招集通知

連結注記表

イ. 東京営業所（共用資産） 2,447,969千円
ロ. 産業機器事業（産業機器） 306,972千円
ハ. 臨床検査薬事業（住生活関連機器） 287,673千円
ニ. 医療・福祉用椅子事業（住生活関連機器） 112,047千円

３. 会計上の見積りに関する注記
⑴ 固定資産の減損

① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
　　　減損の兆候が生じている資産グループにかかる有形固定資産・無形固定資産の貸借対照表計上額

② 会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
イ. 東京営業所（共用資産）

ⅰ算出方法
割引前将来キャッシュ・フローは、事業環境や市場環境等を考慮した事業計画を基礎として見積りを

行っております。なお当該資産グループは、当連結会計年度において、土地の市場価格が取得時と比較
して下落していることから減損の兆候を識別しております。当該資産は共用資産のため、共用資産が関
連する複数の資産グループに共用資産を加えたより大きな単位から得られる割引前将来キャッシュ・フ
ローの総額と帳簿価額を比較した結果、当該割引前将来キャッシュ・フローが帳簿価額を上回るため、
減損損失を認識しないものと判断いたしました。
ⅱ主要な仮定

将来の販売単価及び販売数量等を主な仮定としております。
ⅲ翌年度の連結計算書類に与える影響

当該見積りにおいて用いた仮定が、将来の不確実な経済条件の変動等により見直しが必要となった場
合、翌連結会計年度において減損損失を認識する可能性があります。

ロ. 産業機器事業（産業機器）
ⅰ算出方法

回収可能価額は、不動産鑑定士による鑑定評価額により算出した正味売却価額としております。なお
当該資産グループは、当連結会計年度において、営業活動から生ずる損益が継続してマイナスとなって
おり、減損の兆候が存在していることから、減損損失の認識の判定ならびに減損損失の測定を実施した
結果、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、減損損失542,332千円を計上しております。
ⅱ主要な仮定

鑑定評価額を主な仮定としております。
ⅲ翌年度の連結計算書類に与える影響

正味売却価額について、不動産価格の著しい下落により、見直しが必要となった場合は、翌連結会計
年度において、減損損失を認識する可能性があります。
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のれん －千円
顧客関係資産（その他） －千円
減損損失 190,985千円

ハ. 臨床検査薬事業（住生活関連機器）
ⅰ算出方法

回収可能価額は、不動産鑑定士による鑑定評価額により算出した正味売却価額としております。なお
当該資産グループは、当連結会計年度において、営業活動から生ずる損益が継続してマイナスとなって
おり、減損の兆候が存在していることから、減損損失を認識するかどうかの判定を行った結果、正味売
却価額が帳簿価額を上回るため、減損損失を認識しないものと判断いたしました。
ⅱ主要な仮定

鑑定評価額を主な仮定としております。
ⅲ翌年度の連結計算書類に与える影響

正味売却価額について、不動産価格の下落により、見直しが必要となった場合は、翌連結会計年度に
おいて、減損損失を認識する可能性があります。

ニ. 医療・福祉用椅子事業（住生活関連機器）
ⅰ算出方法

回収可能価額は、不動産鑑定士による鑑定評価額により算出した正味売却価額としております。なお
当該資産グループは、当連結会計年度において、営業活動から生ずる損益が継続してマイナスとなって
おり、減損の兆候が存在していることから、減損損失を認識するかどうかの判定を行った結果、正味売
却価額が帳簿価額を上回るため、減損損失を認識しないものと判断いたしました。
ⅱ主要な仮定

鑑定評価額を主な仮定としております。
ⅲ翌年度の連結計算書類に与える影響

正味売却価額について、不動産価格の下落により、見直しが必要となった場合は、翌連結会計年度に
おいて、減損損失を認識する可能性があります。

⑵ 株式取得による企業結合において生じた無形固定資産の評価
① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
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繰延税金資産 695,405千円

② 会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
ⅰ算出方法

割引前将来キャッシュ・フローは、事業環境等を考慮して策定された事業計画を基礎として算定し、
経営者が選定した専門家による株価算定の結果を参考に無形固定資産の評価を検討しております。

「のれん」においては、投資価値とそれに対応する時価純資産の差額から、顧客関連資産等の金額を
差し引いた残額となります。

「顧客関連資産」においては、事業計画を基に既存顧客から生み出すことが期待される将来収益等を
ベースにしたキャッシュ・フローを現在価値に割引くインカムアプローチ法を用いております。

当連結会計年度において、株式会社ユーキ・トレーディング株式に対し、計算書類において取得時に
おける事業計画と実績の比較分析や来期予算を含む将来事業計画の検討の結果、株式取得時に見込まれ
た超過収益力の毀損によって株式の実質価額が著しく低下しているものと判断し、減損処理を行いまし
た。連結計算書類においては、「連結財務諸表における資本連結手続に関する実務指針（企業会計基準
委員会移管指針第４号2024年７月１日）」32項に基づき、株式会社ユーキ・トレーディングに対する
のれんおよび無形固定資産の未償却残高の全額に対して減損損失を計上しております。
ⅱ主要な仮定

将来の販売単価及び販売数量等を主な仮定としております。
ⅲ翌年度の連結計算書類に与える影響

当連結会計年度において同社に対するのれんおよび無形固定資産の未償却残高の全額に対して減損損
失を計上しており、翌連結会計年度に与える影響はありません。

⑶ 繰延税金資産の回収可能性
① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

② 会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
ⅰ算出方法
　当社は、将来減算一時差異に係る重要な繰延税金資産を計上しています。繰延税金資産の回収可能性
の判断においては、将来の一時差異等加減算前課税所得の見積額に基づいて、将来減算一時差異の回収
スケジューリングを行って判断しております。
ⅱ主要な仮定
　将来の課税所得の見積りは、市場環境等を考慮した事業計画を基礎としており、当該計画の策定に当
たっては、当社グループが現在入手している市場環境等に基づいて作成しております。
ⅲ翌年度の連結計算書類に与える影響
　当該見積りにおいて用いた仮定が、将来の不確実な経済条件の影響等により見直しが必要となった場
合、翌連結会計年度の連結計算書類において、繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性があり
ます。
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　有形固定資産の減価償却累計額 16,407,206千円

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 15,721,000株 －株 －株 15,721,000株

・配当金の総額 304,431千円
・１株当たり配当金額 20円
・基準日 2025年３月31日
・効力発生日 2025年６月６日

・配当金の総額 304,431千円
・配当金の原資 利益剰余金
・１株当たり配当金額 20円
・基準日 2026年３月31日
・効力発生日 2026年６月５日

４. 連結貸借対照表に関する注記

５. 連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴ 発行済株式の総数に関する事項

⑵ 剰余金の配当に関する事項
① 配当金支払額等

2025年５月16日開催の取締役会決議による配当に関する事項

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの
　2026年５月15日開催の取締役会において、普通株式の配当に関する事項を次のとおり決議する予定で
す。
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６. 金融商品に関する注記
⑴ 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針
当社グループは、当社グループが行う事業の投資計画を含む事業計画に照らして必要な資金を主に自己
資金でまかなうとともに、必要に応じて銀行借入により調達しております。余資については、比較的安
全性の高い金融資産で運用しております。また、一部の余資においては金利スワップ及び金利オプショ
ンが組み込まれた複合金融商品にて運用しておりますが、組込デリバティブのリスクが現物の金融資産
に及ぶ可能性がある金融商品を購入しない等、リスクが高く、投機的な取引は行わない方針です。

② 金融商品の内容及びリスク並びにリスク管理体制
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクにさらされております。当該リスクに備える
ため、販売管理規程に従い、営業部門が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごと
に期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図ってお
ります。連結子会社についても、当社の販売管理規程に準じた管理を行っております。
有価証券及び投資有価証券は、主に株式及び債券等であり、このうち株式は主として業務上の関係を有
する企業の株式です。これらは、市場価格及び金利の変動リスク並びに発行体の信用リスクにさらされ
ております。有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、ま
た、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。満期保有目的の債券
等については、格付けの高いもののみを対象としているため、信用リスクは僅少です。
営業債務である買掛金、電子記録債務等並びに未払法人税等は、そのほとんどが短期間で決済されるも
のです。一部外貨建のものについては、為替の変動リスクにさらされておりますが、通常同じ外貨建の
営業債権残高の範囲内にあります。
借入金及びファイナンス･リース取引に係るリース債務は、資金調達に係る流動性リスクにさらされて
おりますが、各部署からの報告に基づき担当部署である経理部が適時に資金繰計画を作成・更新すると
ともに、手元流動性の一定水準の維持などにより、流動性リスクを管理しております。連結子会社にお
いても当社に準じた管理を行っております。
デリバティブ取引は、取引相手先を高格付けを有する金融機関に限定しているため信用リスクはほとん
どないと認識しており、デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度等を定めた
社内管理規程に従って経営企画本部経理部が決裁権限者の承認を得て行っております。連結子会社につ
いても、当社に準じた管理を行っております。

③ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額
が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を
採用することにより、当該価額が変動することがあります。

－ 14 －
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連結注記表

連結貸借対照表
計上額 時　価 差　額

有価証券及び投資有価証券

イ. 満期保有目的の債券

ロ. その他有価証券

2,051,274

1,896,114

1,984,099

1,896,114

△67,174

－

資産計 3,947,388 3,880,214 △67,174

長期借入金（※） 88,705 87,773 931

負債計 88,705 87,773 931

⑵ 金融商品の時価等に関する事項
　2026年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。
なお、市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額34,367千円）は、「その他有価証券」には含めてお
りません。また、現金は注記を省略しており、預金、受取手形、売掛金、買掛金、電子記録債務ならびに未
払法人税等は、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

（単位：千円）

※１年内返済予定長期借入金57,182千円を含めております。

⑶ 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
　　金融商品の時価等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ
ルに分類しております。

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定し

た時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれ
ぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
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連結注記表

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投資有価証券

その他有価証券

　株式 1,896,114 － － 1,896,114

資産計 1,896,114 － － 1,896,114

区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券及び投資有価証券

満期保有目的の債券

　社債等 － 1,984,099 － 1,984,099

長期借入金 － 87,773 － 87,773

①　時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産
（単位：千円）

②　時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
（単位：千円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
有価証券及び投資有価証券
　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、
その時価をレベル１の時価に分類しております。一方、当社が保有している満期保有目的の債券
は、市場での取引頻度が低く、活発な市場における相場価格とは認められないため、その時価をレ
ベル２の時価に分類しております。投資信託は、市場における取引価格はないものの、解約または
買戻請求に関して市場参加者からリスクの対価を求められるほどの重要な制限がないことから、基
準価格を時価としレベル２の時価に分類しております。
長期借入金
　これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間および信用リスクを加味した利率を基
に、割引現在価値法により算定しておりますが、観察不能なインプットが時価に与える影響は軽微
であることから、レベル２の時価に分類しております。

－ 16 －
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（単位：千円）
事業区分

合計住生活関連
機器

検査計測
機器 産業機器 エクス

テリア 機械・工具

顧客との契約から生じる
収益 13,210,185 6,325,037 2,243,237 1,167,433 1,674,994 24,620,889

その他の収益 181,864 － － － － 181,864

売上高 13,392,049 6,325,037 2,243,237 1,167,433 1,674,994 24,802,753

当連結会計年度
日 　 　 　 本 　 ※１ 21,744,461千円
中 　 　 　 国 　 ※２ 853,037
台 　 　 　 湾 　 ※３ 975,958
そ の 他 地 域 　 ※４ 1,047,432
顧客との契約から生じる収益 24,620,889
そ の 他 の 収 益 181,864
合 　　 　 　　 　 計 24,802,753

７. 収益認識に関する注記
⑴ 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　事業区分別の売上高は、当社の取締役会が、経営資源の配分の決定および業績の評価をするために、定期
的に検討を行う対象としていることから、収益の分解情報として表示しております。また、地域別の売上、
受注生産形態別の売上、計上時点別の売上についても同様に重要な管理指標としていることから、収益の分
解情報として表示しております。

① 事業区分ごとの売上高

② 地域別の売上高

※１　日本国内の売上高のうち主なものは、住生活関連機器事業12,947,703千円、検査計測機器事業
4,213,278千円、産業機器事業1,741,050千円です。

※２　中国への売上高のうち、605,638千円は検査計測機器事業の売上です。
※３　台湾への売上高のうち、960,790千円は検査計測機器事業の売上です。
※４　その他地域への売上高のうち、545,330千円は検査計測機器事業の売上です。
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当連結会計年度

Ｏ Ｅ Ｍ 生産　　　※１、※２ 12,339,877千円

自販・その他　　　※３ 12,281,011

顧客との契約から生じる収益 24,620,889

その他の収益 181,864

合　　　　計 24,802,753

当連結会計年度

出 　 荷 　 時 　 点 17,512,595千円

検 　 収 　 時 　 点 ※１ 7,063,725

保 証 サ ー ビ ス ※２ 44,568

顧客との契約から生じる収益 24,620,889

その他の収益 181,864

合 　 　 　 　 　 　 計 24,802,753

③ 受注生産形態別の売上高

※１　ＯＥＭ生産は、主要顧客企業等に対する相手先ブランドによる生産です。
※２　ＯＥＭ生産の売上高のうち主なものは、住生活関連機器事業11,531,243千円、エクステリア事業

584,280千円です。
※３　自販・その他の売上高のうち主なものは、検査計測機器事業6,308,608千円、産業機器事業

2,018,883千円です。

④ 計上時点別の売上高

※１　検収時点の売上高のうち、5,979,621千円は検査計測機器事業の売上です。
※２　保証サービス売上高は検査計測機器事業の売上です。

⑵ 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報については、「連結注記表１．連結計算
書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 (4)会計方針に関する事項 ④収益及び費用の計
上基準」に記載のとおりです。
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当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 8,985,173千円

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 8,955,513

契約資産（期首残高） 878,761

契約資産（期末残高） 755,914

契約負債（期首残高） 608,071

契約負債（期末残高） 717,000

当連結会計年度

１ 年 以 内 5,793,692千円

１ 年 超 103,616

合 計 5,897,308

⑴ １株当たり純資産額 2,135円90銭
⑵ １株当たり当期純利益 40円48銭

⑶ 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
① 契約資産及び契約負債の残高等

　契約資産は、「検査計測装置」において製品の販売と製品保証等を組み合わせた様々な構成要素からなる
複数要素取引について、報告日時点で顧客での据付作業・検収が完了しておりますが、契約上まだ請求して
いない取引の対価に関連するものです。契約資産は、対価に対する当社および連結子会社の権利が無条件に
なった時点で顧客との契約から生じた債権に振り替えられます。
　契約負債は、主に顧客からの前受収益および前受金に関連するものです。契約負債は、収益の認識に伴い
取り崩されます。

② 残存履行義務に配分した取引価格
　期末日時点で充足していない履行義務に配分された取引価格及びその売上計上見込時期ごとの内訳は、
以下のとおりです。ただし、顧客に請求する対価の額が、顧客に提供した価値と直接対応する契約は含め
ておりません。

８. １株当たり情報に関する注記
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場所 用途 種類 減損損失

特品工場・宮田工場　他
（長野県上伊那郡宮田村）

事業用資産 機械装置及び運搬具等 542,332千円

株式会社ユーキ・トレーディング
（東京都台東区）

－ のれん等 190,985千円

９. その他の注記
減損損失に関する注記
　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産について減損損失を計上しております。

　当社グループは、事業所単位および遊休資産にて資産のグルーピングを行っております。
　当社産業機器事業に係る固定資産について、今後の事業計画を検討した結果、想定した収益の獲得が見込
めなくなったため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失542,332千円として計上し
ております。その内訳は、建物及び構築物3,062千円、機械装置及び運搬具373,526千円、リース資産
21,062千円、有形固定資産のその他141,333千円、無形固定資産のその他3,347千円です。なお、回収可能
価額は、不動産鑑定士の鑑定評価額に基づく正味売却価額としております。
　当社の連結子会社である株式会社ユーキ・トレーディング株式に対し、計算書類において取得時における
事業計画と実績の比較分析や来期予算を含む将来事業計画の検討の結果、株式取得時に見込まれた超過収益
力の毀損によって株式の実質価額が著しく低下しているものと判断し、減損処理を行いました。連結計算書
類においては、「連結財務諸表における資本連結手続に関する実務指針（企業会計基準委員会移管指針第４
号2024年７月１日）」32項に基づき、株式会社ユーキ・トレーディングに対するのれんおよび無形固定資
産の未償却残高の全額に対して減損損失を計上しております。

記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

株主資本等変動計算書（2025年 4 月 1 日から2026年 3 月31日まで） （単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自　己
株　式

株主資本
合　　計資本準備金

そ の 他
資 本
剰 余 金

資本剰余金
合　　　計

利　益
準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合　　　計固定資産

圧縮積立
金

別　途
積立金

繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 2,015,900 2,157,140 203,106 2,360,246 503,975 － 21,000,000 3,047,248 24,551,223 △259,302 28,668,066

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △304,431 △304,431 △304,431
固定資産圧縮積立
金 の 積 立 24,143 △24,143 － －

当 期 純 利 益 526,354 526,354 526,354
株 主 資 本 以 外 の
項目の事業年度中
の 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － － － － － 24,143 － 197,779 221,923 － 221,923

当 期 末 残 高 2,015,900 2,157,140 203,106 2,360,246 503,975 24,143 21,000,000 3,245,028 24,773,146 △259,302 28,889,989

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 919,373 919,373 29,587,439

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △304,431
固定資産圧縮積立
金 の 積 立 －

当 期 純 利 益 526,354
株 主 資 本 以 外 の
項目の事業年度中
の 変 動 額 ( 純 額 )

192,845 192,845 192,845

当 期 変 動 額 合 計 192,845 192,845 414,768

当 期 末 残 高 1,112,218 1,112,218 30,002,208
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個別注記表

⑶ 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く) 定率法

② 無形固定資産（リース資産を除く) 定額法

個別注記表
１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴ 有価証券の評価基準及び評価方法
① 満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）
② 子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法
③ その他有価証券

・市場価格のない株式等以外のもの 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移
動平均法により算定）

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法
⑵ 棚卸資産の評価基準及び評価方法

① 商品及び製品、仕掛品、原材料 総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に
基づく簿価切下げの方法）、なお、検査計測装置に係る製品、仕掛
品については個別法による原価法（貸借対照表価額については収益
性の低下に基づく簿価切下げの方法）

② 貯蔵品 最終仕入原価法による原価法

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
建物　　　　　　　　 15年～31年
構築物　　　　　　　 ７年～50年
機械及び装置　　　　 ７年～13年
車両運搬具　　　　　 ４年～６年
工具器具及び備品　　 ２年～15年

なお、主な償却期間は以下のとおりです。
ソフトウェア（自社利用）
社内における見込利用可能期間（５年）

③ リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用して
おります。
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⑷ 引当金の計上基準
① 貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性
を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金 従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額を計上しておりま
す。

③ 役員賞与引当金 役員賞与の支出に備えるため、当事業年度における支給見込額に基
づき計上しております。

④ 製品保証引当金 製品販売後に発生する製品保証費用に備えるため、過去の実績に基
づく見込額を計上しております。

⑤ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債
務の見込額に基づき計上しております。
①退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末ま
での期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によってお
ります。
②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の
一定の年数（５年）による定額法により費用処理しております。
　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均
残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により按分し
た額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

⑸ 収益及び費用の計上基準
　当社では、以下の５ステップにもとづき収益を認識しています。

ステップ１：顧客との契約の識別
ステップ２：履行義務の識別
ステップ３：取引価格の算定
ステップ４：取引価格の履行義務への配分
ステップ５：履行義務の充足による収益の認識
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　当社では「住生活関連機器」において、事務用回転椅子、折畳椅子、会議用椅子等のオフィス用の椅
子、車椅子等の福祉・医療施設用の椅子、臨床検査薬等の製造販売、「検査計測機器」において液晶等の
フラット・パネル・ディスプレイ（ＦＰＤ）検査装置、半導体検査装置、フィルム検査装置等の検査計測
装置等の製造販売、「産業機器」において産業用機械に用いられる電磁アクチュエータおよびそのユニッ
ト品等ならびにユニット（ばね）製品の製造販売、「エクステリア」においてオーニング、パラソル、跳
ね上げ式門扉、その他ガーデンエクステリア製品等の製造販売を行っております。また、製品に関連した
保証、修理・保守等のサービスも提供しております。
　製品の販売については、主に顧客への引渡の際に据付を要する製品については据付が完了し顧客の検収
が完了した時点、また、据付を要しない製品については出荷時点に、顧客が当該製品に対する支配を獲得
し、履行義務が充足されると判断していることから、当該時点において収益を認識しております。収益
は、顧客との契約において約束された対価から、値引き等を控除した金額で測定しています。
　製品保証が、製品が合意された仕様に従っているという保証に加えて顧客にサービスを提供している場
合には、別個の履行義務として識別し、取引価格の一部を当該履行義務に配分した上で、サービスの完了
について顧客の合意が得られ、履行義務を充足した時点で収益を認識しています。

⑹ その他計算書類作成のための基本となる事項
① 退職給付に係る会計処理 退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の

未処理額の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこれらの会計
処理の方法と異なっております。

② 資産除去債務 法的義務等に備え資産除去債務を計上しております。

２. 表示方法の変更に関する注記
（貸借対照表）

　前事業年度において、「受取手形」に含めて表示しておりました「電子記録債権」は、金額的重要性が増
したため、当事業年度より区分掲記しております。なお、前事業年度の「電子記録債権」は、816,698千円
です。

（損益計算書）
　前事業年度において、「営業外収益」の「その他」に含めて表示しておりました「助成金収入」は、金額
的重要性が増したため、当事業年度より区分掲記しております。なお、前事業年度の「助成金収入」は、
772千円です。
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イ. 東京営業所（共用資産） 2,447,969千円
ロ. 産業機器事業（産業機器） 306,972千円
ハ. 臨床検査薬事業（住生活関連機器） 287,673千円
ニ. 医療・福祉用椅子事業（住生活関連機器） 112,047千円

　　関係会社株式 538,595千円
　　関係会社株式評価損 256,102千円

　繰延税金資産 701,720千円

３. 会計上の見積りに関する注記
　　会計上の見積りに関する注記は以下のとおりです。なお、⑴ 固定資産の減損と⑶ 繰延税金資産の回収可能

性に関する「会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報」につきましては、「連結注記表３．会計上の
見積りに関する注記」に記載しているため、省略しております。
⑴ 固定資産の減損

　当事業年度の計算書類に計上した金額
　　　　減損の兆候が生じている資産グループにかかる有形固定資産・無形固定資産の貸借対照表計上額

⑵ 関係会社株式の減損
① 当事業年度の計算書類に計上した金額

② 会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
ⅰ算出方法
　市場価格のない関係会社株式については、実質価額が取得価額と比較して著しく低下している場合、
回復可能性の判定を行った上で減損要否の判定を行っております。なお、超過収益力等を加味して取得
した関係会社株式については、実質価額の算定に当たって超過収益力を含めております。当事業年度に
おいて、株式会社ユーキ・トレーディング株式に対し、取得時における事業計画と実績の比較分析や来
期予算を含む将来事業計画の検討の結果、株式取得時に見込まれた超過収益力の毀損によって株式の実
質価額が著しく低下しているものと判断し、減損処理を行いました。
ⅱ主要な仮定

将来の販売単価及び販売数量等を主な仮定としております。
ⅲ翌年度の計算書類に与える影響

超過収益力を含む実質価額の評価の判定には経営者の判断が含まれることから、将来の不確実な経済
条件の影響等により見直しが必要となった場合、翌事業年度の計算書類において、関係会社株式の金額
に重要な影響を与える可能性があります。

⑶ 繰延税金資産の回収可能性
　当事業年度の計算書類に計上した金額
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⑴ 有形固定資産の減価償却累計額 15,922,056千円

① 短期金銭債権
② 長期金銭債権

168,556千円
120,000千円

③ 短期金銭債務 128,326千円

① 売上高 251,979千円
② 仕入高等 1,149,651千円
③ 営業取引以外の取引高 36,397千円

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 499,420株 －株 －株 499,420株

４. 貸借対照表に関する注記

⑵ 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりです。

５. 損益計算書に関する注記
⑴ 関係会社との取引高

⑵ 関係会社株式評価損
　関係会社株式評価損は、当社が保有する連結子会社の株式会社ユーキ・トレーディングの株式に係るもの
です。

６. 株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の数に関する事項
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繰延税金資産
賞与引当金 181,947千円
未払事業税 25,671千円
未払社会保険料 28,621千円
棚卸資産評価損 240,343千円
未払金 3,592千円
未払費用 30,337千円
販売手数料 5,636千円
退職給付引当金 148,647千円
長期未払金 38,442千円
貸倒引当金 1,641千円
関係会社株式評価損 81,077千円
みなし配当金 23,913千円
減価償却費 274,611千円
資産除去債務 2,107千円
減損損失 325,563千円
投資有価証券評価損 73,893千円
税務上の収益認識差額 3,143千円
その他 29,154千円

小計 1,518,347千円
評価性引当額 △392,152千円
繰延税金資産合計 1,126,195千円

繰延税金負債
資産除去債務に対応する除去費用 △1,575千円
固定資産圧縮積立金 △10,704千円
その他有価証券評価差額金 △412,194千円
繰延税金負債合計 △424,474千円
繰延税金資産の純額 701,720千円

７. 税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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種 類 会社等の名称
議 決 権 等
の 所 有
( 被 所 有 )
割 合 ( ％ )

関 連 当 事 者
と の 関 係 取引の内容 取 引 金 額

( 千 　 円 ) 科 目 期 末 残 高
( 千 　 円 )

法 人 主 要
株 主

コ ク ヨ
株 式 会 社

（所有）
直接　 0.08

（被所有）
直接  14.14

製 品 の 販 売
役 員 の 兼 任

製 品 の
販 売 10,751,029 売 掛 金 4,721,946

種 類 会社等の名称
議 決 権 等
の 所 有
( 被 所 有 )
割 合 ( ％ )

関 連 当 事 者
と の 関 係 取引の内容 取 引 金 額

( 千 　 円 ) 科 目 期 末 残 高
( 千 　 円 )

子 会 社
株 式 会 社
ユーキ・トレ
ー デ ィ ン グ

（所有）
直接　 100.00 役 員 の 兼 任 資金の貸付 120,000 関 係 会 社

長期貸付金 120,000

⑴ １株当たり純資産額 1,971円03銭
⑵ １株当たり当期純利益 34円58銭

８. 関連当事者との取引に関する注記
⑴ 親会社及び法人主要株主等

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等
価格その他の取引条件は、市場価格に基づく交渉のうえ、決定しております。

⑵ 子会社及び関連会社等

（注）資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

９. １株当たり情報に関する注記

10. 収益認識に関する注記
　収益を理解するための基礎となる情報は、「１．重要な会計方針に係る事項に関する注記（5）収益及び
費用の計上基準」に記載のとおりです。
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場所 用途 種類 減損損失

特品工場・宮田工場　他
（長野県上伊那郡宮田村）

事業用資産 機械及び装置等 542,332千円

11. その他の注記
減損損失に関する注記

　当社は、事業所単位および遊休資産にて資産のグルーピングを行っております。
　当社産業機器事業に係る固定資産について、今後の事業計画を検討した結果、想定した収益の獲得が見込
めなくなったため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失542,332千円として計上し
ております。その内訳は、構築物3,062千円、機械及び装置373,526千円、工具器具及び備品56,926千円、
リース資産21,062千円、建設仮勘定84,407千円、無形固定資産のその他3,347千円です。
　なお、回収可能価額は、不動産鑑定士の鑑定評価額に基づく正味売却価額としております。

記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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